
（円）

保育標準時間 保育短時間

Ａ ０ 0

Ｂ 0 0

※

保育施設等利用負担金基準額（月額）

３９７，０００円以上

１６９，０００円以上
１９５，４００円未満

１９５，４００円以上
２２１，８００円未満

２２１，８００円以上
２４８，２００円未満

２４８，２００円以上
２７４，６００円未満

各月初日の保育実施児童の属する世帯の階層区分

C4 ２４，７００

C3 ２３，０００

Ａ階層を除き、
市町村民税課
税世帯

１０９，０００円以上
１２１，０００円未満

C1 １４，０００

C9

１５７，０００円以上
１６９，０００円未満

３４，０００

５２，５００

３９，６００

C11

６４，０００
３４９，０００円以上
３９７，０００円未満

５４，２００

５６，７００５７，５００
２７４，６００円以上
３０１，０００円未満

３０１，０００円以上
３４９，０００円未満

C10

４３，０００

C12

C2

５９，１００

C5 ２７，０００

C8 ３１，５００

C7

C6 ２８，０００

２９，０００

C16

３１，１００

４０，０００

C20 ７０，０００

５５，０００

４１，５００

C18

C17

C14

C13

５０，０００

C15

C19 ６５，０００

４９，３００

市町村民税均等割のみの課税世帯

６０，０００

３９，５００

４０，９００

市
　
町
　
村
　
民
　
税
　
所
　
得
　
割
　
税
　
額

４８，６００円以上
６０，７００円未満

６８，９００

１８，０００

４２，４００

８４，９００円以上
９７，０００円未満

５１，７００

９７，０００円以上
１０９，０００円未満

７２，８００円以上
８４，９００円未満

３歳未満児

１３，９００

１７，８００

２２，７００

Ａ階層を除き、市町村民税非課税世帯

この表における市町村民税所得割税額とは、調整控除以外の住宅借入金等特別
控除・配当控除・外国税額控除・耐震改修特別控除等、税額控除をする前の税額
になります。　納付すべき市町村民税額とは限りません。

令和５年度　保育施設等利用負担金基準額表

１２１，０００円以上
１３３，０００円未満

１３３，０００円以上
１４５，０００円未満

１４５，０００円以上
１５７，０００円未満

階層 定                      義

４８，６００円未満である世帯

生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む）及
び、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永
住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立
の支援に関する法律による支援給付受給世帯

２４，４００

２６，６００

３３，５００

３９，１００

２７，６００

２８，６００

６０，７００円以上
７２，８００円未満



令和５年度　保育施設等利用負担金基準額表

　以下の順序で、保育施設等利用負担金が決められます。

　該当する階層に決定します。

　 民税所得割税額を積算対象とし、９月分～３月分については、現年度の市町村民税所得割税額

　 を積算対象として「保育施設等利用負担金基準表」の定義に該当する階層に決定します。

　②　「在宅障がい児（者）のいる世帯」・・・次に掲げる児（者）を有する世帯をいいます。

　　　ア　　身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条に定める身体障害者手帳

　　　　　の交付を受けた者

　　　イ　　療育手帳制度要綱（昭和48年9月27日厚生省発児第156号）に定める療育手帳

 　　　 　の交付を受けた者

　　　ウ　　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第45条に

　　　　　定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者

　　　エ　　特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年法律第134号）に定める

　　　　　特別児童扶養手当の支給対象児、国民年金法（昭和34年法律第141号）に定める

　　　　　国民年金の障害基礎年金等の受給者

　③　「その他の世帯」・・・保護者の申請に基づき、生活保護法（昭和25年法律第144号）に

　　　定める要保護者等特に困窮していると市長が認めた世帯

３　　同一世帯から保育所の他に幼稚園、認定こども園、特別支援学校幼稚部、知的障害

   児通園施設、難聴幼児通園施設、肢体不自由児施設通園部、情緒障害児短期治療

　施設通所部に入所又は児童デイサービス（以下「保育所等」という。）を利用している

　就学前児童がいる場合、２人目以降の児童について保育施設等利用負担金額基準の額を

　次のとおりとします。（10円未満切捨て）

　　 ・保育所を利用している児童が保育所等を利用している児童の年齢の高い方から

　　　２人目の場合　　　　－　基準額の２分の１の額

　　 ・保育所を利用している児童が保育所等を利用している児童の年齢の高い方から

　　　３人目以降の場合　－　無料

　保護者に監護される者、支給認定保護者に監護されていた者及び支給認定保護者又はその
　配偶者の直系卑属（以下「多子計算対象者」という。）がいる場合は、保育施設等利用負担額
　基準の額を次のとおりとします。

　　・保育施設等を利用している児童が多子計算対象者の年齢の高い方から
　　　２人目以降の場合　－　無料

なお、年度内の利用負担金については、４月分～８月分の利用負担金は、前年度の市町村

２　　入所児童の属する世帯が次に掲げる世帯の場合で、下記の表に掲げる階層に

　 とします。

　①　　「母子世帯等」・・・母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）に

階層区分

７，５００

Ｃ４階層

３歳未満児

保育標準時間 保育短時間

８，１００

円

６，０００

Ｃ３階層

Ｃ２階層

Ｃ１階層 ４，６００

円

８，８００
Ｃ５階層（市町村民税所得
割77,101円未満の世帯）

　　ただし、市町村民税所得割の額が、１６９，０００円未満の世帯で生計を一にする支給認定

保育施設等利用負担金額

保育施設等利用負担金積算方法について

　　　規定する配偶者のない女子又は男子で現に児童を養育しているものの世帯

１　　入所児童と同一世帯に属して生計を一にしている父母、及びそれ以外の家計の主宰者の

　・耐震改修特別控除等、税額控除をする前の額）により「保育施設等利用負担金基準表」の定義に

　 市町村民税所得割税額等（調整控除以外の住宅借入金等特別控除・配当控除・外国税額控除

　 認定された場合は１にかかわらず、それぞれ下の表に掲げる保育施設等利用負担金額

７，６００

８，２００

９，０００

４，５００

５，９００


